
四国交通株式会社

金　　　　額 金　　　　額

（資産の部） 円 （負債の部） 円

139,614,302 92,130,951

1,172,456 30,644,536

114,659,167 13,985,960

15,599,570 7,706,300

1,456,919 12,840,000

735,680 16,383,048

3,802,784 880,762

45,787 2,899,100

1,534,739 6,791,245

607,200

290,100,971

234,958,460 116,226,743

15,553,803 61,938,000

103,127,498 15,991,724

5,463,051 11,541,275

4 26,755,744

216,012

71,203,872

39,394,220

554,565 199,923,782

513,605 12,000,000

40,960 187,923,782

187,923,782

54,587,946

8,100,000 21,433,797

42,055,640

720,000

3,691,790

20,516

221,357,579

429,715,273 429,715,273

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 有 価 証 券

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式 その他有価証券評価差額金

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

その他の出資金

そ の 他 の 投 資

長 期 前 払 費 用

リ ー ス 資 産

（純資産の部）

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

電 話 加 入 権 資 本 金

機 械 装 置 ﾘ ｰ ｽ 債 務 ( 長 期 ）

器 具 備 品
負 債 合 計 208,357,694

土 地

車 両 長 期 借 入 金

建 物 退 職 給 付 引 当 金

構 築 物 繰 延 税 金 負 債

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 固 定 負 債

前 払 費 用 預 り 金

その他流動資産 賞 与 引 当 金

未 収 還 付 法 人 税 等

未 収 入 金 短 期 借 入 金

未 収 収 益 リース債務（短期）

貯 蔵 品 預 り 連 絡 運 賃

現 金 未 払 金

預 金 未 払 費 用

未 収 運 賃 未 払 消 費 税 等

貸　借　対　照　表

2026年3月31日現在

科　　　　目 科　　　　目

流 動 資 産 流 動 負 債
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2026 年 3 月 31 日 

個 別 注 記 表 

※重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

・市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入法 に 

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等・・・移動平均法による原価法 

 

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品は購入時価による原価法（部品・材料は一部先入先出法）を採用しておりま

す。 

. 

3. 有形固定資産の減価償却の方法 

（1）車両及び機械装置・器具備品（リース資産を除く）定率法を採用しております。 

但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物及び平成２８年４月１日以降に

取得した構築物については定額法を採用しております。） 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、平成２８年４月１日以降に取得した構築物について、

改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

  

（2）リース資産（所有権移転外ファイナンス・/リース取引に係るリース資産） 

     リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法を採用しております。 

なお、リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13 号「リー

ス取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

4. 引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を基準に当期負担分を計上

しております。 

（2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく当期末の退職給付債務見

込額（要支給額）を計上しております。 

 

5. 消費税等の会計処理 

・消費税及び地方消費税は、税抜方式によって処理しております。 
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※貸借対照表に関する注記 

1.有形固定資産の減価償却累計額（リース資産分も含む） 

有 形 固 定 資 産 の
減 価 償 却 累 計 額 422,782,890円

 

なお、有形固定資産の減価償却累計額にはリース資産分の減価償却累計額 22,574,500

円を計上しております。 

2.有形固定資産の圧縮記帳累計控除額 

有 形 固 定 資 産 の
圧 縮 記 帳 控 除 額 89,218,462円

  

3.担保に供している資産 

土 地 66,326,260円

建 物 97,554,128円
  

※損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

 

 

  

 

※株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の総数 

普 通 株 式 12,000株
 

※1株当り情報に関する注記 

1 株 当 り
当 期 純 利 益

△ 660.2円

1 株 当 り
純 資 産 額

18,446.5円
 

※税効果会計に関する注記 

(１) 法人税等の期間配分の処理は、税効果会計を適用しております。 

(２) 繰延税金負債の発生の主な原因は、投資有価証券によるものであります。 

 

 

営 業 収 益 19,553,500円

営 業 費 用 13,193,192円


